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全固体化150仙clOWF仙無線電話装置
AllSolidState150McBandlOWFMRadioEquipment

菱 田 書 彦*
Yosbibiko Hisbida

内 容 梗 概

最近日立製作所が製作した全固体化150Mc,10W,FM無線電話装置を紹介し,あわせて全国体化の問題

点について簡単に述べた｡

第1表 形式検定規則および日立標準仕様

l.緒 口

最近数年来の半導体技術の進歩,特にVHF帯大電力トラソジス

タ,バラクタの急速な発展によってVHFはもとよりUHF,SHF帯

無線機器の全固体化も可能となってきた｡ここに述べる150Mc帯

10V移動無線機(SEM-1022)もVHF帯,UHF帯無線機器の全固

体化の一環として製作されたものである｡

一般に無線機器の全団体化によってもたらされる利益は,第一に

装置の信頼性の大幅な向上であり,そのほかに小形軽量化,消費電

力の低減化などが期待され,現在の技術のすう勢に適合したもので

あるといい得る｡移動無線楼の場合,上記条件はとりわけ要求され

るところであり,さらに必要条件として耐震性の大なること,過酷

な温度条件に耐えることがあげられる｡耐震性ほ真空管よりも良好

であり,温度特性は真空管より劣るが,自動車内の温度上昇(50℃以

下)程度では半導体素子も十分実用できる｡すなわち全固体化の問

題点は送信部高周波高出力段に使用する素子とそれに対する回路技

術であるということができる｡

2.無線機の概要

本装置の特色は送信終段部にバラクタダイオードi･こよる周波数2

逓倍器を用いたことである｡これは現状におけるトランジスタの信

較度,価格などを検討した結果,75Mc帯までトランジスタによっ

て増幅し,それをバラクタダイオードで2逓倍して,150Mc帯で所

要の出力を得るのがいちばん得策であると考えたからである｡本装

置の標準仕様(1)を弟1表に示したが,その他一般的特長を列記する

と次のとおりである｡

2･1ダッシュマウント構造

車載使用の場合,セットの設置場所としては車内温度上昇,振動

などの立場からダッシュマウント設置(2)が望ましいとされており,

このため機器の小形化を図り,ダッシュマウント装着可能とした｡

この場合セットの厚みが問題であり,これが大き過ぎると助手席を

狭くすることになるのでこれを60mmに押えた｡このためセット

内に大形スピーカを収めることができないので,特に騒音の多い場

所では音量の不足を感ずることもあるが,このような場合にはセッ

ト本体とは別の大形のスピーカ箱を用意し,1W以上の出力が得ら

れるようにした｡なお,これらのスピーカの切換えはジャックによ

って容易に行なわれる｡
2.2 車載,可搬両用構造

移動無線通信の最大の特色は,移動体相互に,またほ移動体と固

定体問で通話できることである｡従来の車載無線の場合にはその行

動範囲は自動車の通行可能な地点に限られており,それ以外の場所

で通話の必要があるときは,ほかの手段たとえば携帯無線機を使用

する必要があった｡今回,全固体化したため,従来の真空管式に比

べて小形軽量化,低消費電力化に成功し,1台のセットで車載,可
*
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項 目 】 形式検定規則 l 日 立 仕 様

振

環

培〈

動

3mm O～500cps

l皿m 500～1,800cps

各方向 30分

3mm O～500cps

lmm 500～1,800cps

各方向30分

衝 撃 5cmの高さより落下3回 5cmの高さより落下3回

作動続連 1分送信3分受信で8時間 1分送信3分受信で8時間

粂l温 度

件

0～40℃

一10～50℃

-20～50℃

いずれか1時間放置

-10～50℃

1時間放置

湿 度 ＋35℃95%4時間放置l＋35℃95%4時間放置

電源電圧変動I l25.2(12.6)Ⅴ一10～＋20%

周波数許容偏差

送
空 中 線 電 力

20×10-6 20×10-6

-50～＋20%以内
(電源電圧±10%温湿度)

信lスプリアスふく射

部
ひ

1mW以下でありかつ搬送
波の平均電力に対して帯域
内-80dB以下帯域外

-60dB以下

ー50～＋20%以内
(電源電圧-10～＋20%

温湿度)

1月1W以下でありかつ搬
送波の平均電力に対して
帯域内-80dB 以下
帯域外-60dB 以下

ず み

S/N

最大周波数偏移

1kc70%変調で20dB以上

±12kc

1kc70%変調で
20dB以上

1kc70%変調で
40dB以上

±12kc

感 度

受
信
部
外

形

20dBQS 6dB〝以下

(電源電圧±10%温海度)

20dB QS 3dB/J以下
(電源電圧-10～＋20%

温湿度)

S/N

通 過 帯 域 幅16dB低下で20kc以上

1kc70%変調 30dB〃

入力にて 40dB以上

6dB低下で20kc以上

選 択 虔

スプリ 7ス感度

感 度 抑 圧

相 互 変 調

【70dB減衰で50kc以内 70dB減衰で50kc以内

ー80dB以下 ー80dB以下

±40kcで釦dB′`以上 ±40kcで80dB/J以上

同方向 ±40kc ±80kc

を加えて 65dB/J以上

同方向±40kc 土80kc

を加えて65dB〃 以上

低 周 抜 出 力
1kc70%変調20dB/J

入力で1W(外付スピーカ)

ひ ず み1 20dB以上 20dB以上

局発周波数許容偏差+ 20×10-8 20×10-6

本 体 寸 法 300×200×60*

本 体 重 量 4.7kg*

書＋24V電源の場合で12V電源の場合に使用するDCコソパークほ含まず｡

搬両用にすることが可能となった｡すなわち,車載時はダッシュボ

ードに装着しておき,電源としては自動車のバッテリーを使用し,

可搬時には専用の蓄電池電源,アンテナを準備して,容易に車載一

可搬構造に変更できるようにしてある｡これにより通常の携帯無線

機が出力1W以下であるのに対し,10Wの送信ができ,利用範囲

の拡大が期待される｡また車載,携帯2種を用意する場合に比べて

セット数の経済化も可能となった｡可搬電源としては密閉形ニッケ

ルカドミウム電池を使用し,アンテナにはたわみ性の大きいス/4板

バネホイップアンテナを用いた｡
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第2図 SEM-1022形FM無線電話装置

2.3 電 源

電源としては送信部24V,受信部13.8Vが定格であり,自動車の

12V電源を使用する場合はDC-DCコンバータによって昇圧する

必要がある｡一方,可搬時にほニッケルカドミウム電池に大容量の

ものがない現状から,極力電圧を高くし電流を減らす必要があるこ

と,およぴ,消費電力,重量を低減するためにはDC-DCコンバー

タは可搬時にほ使用しないことが望ましいので,可搬電源として

3AHニッケルカドミウム電池を21個直列接続し,定格電圧26V

として使用した｡使用時間は送信1,受信3の割合で約4時間であ

る｡車載時に使用する12.6V→25.2V昇圧DC-DCコンバータほ,

出力が25.2V一種のみとなったため,フィルタ回路その他を単純化

することができた｡本電源部は本体とは別きょう体となっているの

で,可搬時にはそのまま単に置いておけばよい｡

2.4 新セバレーションに対する鳶慮

150Mc帯の周波数割当ては現在の40kcセバレーショソから近

い将来に15～20kcセバレーショソに変更されることが予想される

が,この場合現用無線椀に要求される変更点は次のとおりである｡

(i)送受信部水晶発振器の周波数高安定化

(ii)受信部通過帯域幅の変更

(iii)送信変調側帯彼の規定以上の広がりを防止するためのフィ

ルタの新設

これらの要求に対して(i),(ii)に関してはそれぞれ水晶発振ユ

ニット,水晶フィルタ,セラミックフィルタを取り換えることによっ

て,(iii)についてはIDC回路出力部にローバスフィルタを追加する

ことによって,新セバレーショソ規格に対処できるよう考慮した｡

フ亡.己 t土 石 源 部

連 子吉一iにこり増 幅 部

(含フィルタ)

変 調 通 信 部

壬
.コ 部

引 子三‡J 器

(含スピーカ)

第3囲 SEM-1022構造 図
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第4図 ブロック間げき距離によるブロック間の温度差

3.各部の詳細説明

3.1構 造

全固体化によって半導体素子の真空管に対する長寿命化や撥器内

発熱量の減少による部品の負荷率の低下などにより,信頼度の向上

が期待され,また使用上の要求より枚器を小形化したため,保守に

対する考え方も従来の部品単位の交換からプリント板またはブロッ

ク単位の交換に移りつつあると考えられる｡本棟の構造は制御部,

受信部,変調逓倍部,電力増幅部,電源部よりなる弟3図のような

ブロック別構造を採用した｡これらのブロックは両側の取付掛こネ

ジ止めして簡単に組み立てることができ,各ブロックは金属シャシ

またはプリント板より成り立っている｡ブロック別構造のもう一つ

の利点はブロック間の熱的遮へいが可能なことである｡全固体化に

より真空管式に比べてセット全体の発熱量は減少したが,温度上昇

に対する制限は真空管式の場合より厳格にする必要があり,特にゲ

ルマニウムトラソジスタとシリコントランジスタを混用している現

在,セット温度はゲルマニウムトランジスタの使用温度によって制

限されるため,放熱には特に考慮を払う必要がある｡各ブロック間
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第5図 送信部レベルダイヤグラム
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第6図 接地方式による高周波出力の比較

の間隔を一定以上に保てば,隣接ブロックの温度上昇はかなり低減

できることを実験的に示したのが弟4図であり,発熱体Aに10W

の電力を消費させた場合,物体Bとの間隔を5mmに保てばAB間

の温度差は約16℃であることを示している｡すなわち,ブロック

間に一定間隔を与えておけば受信部のような発熱の小さいブロック

を他の発熱の大きなブロックによる温度上昇からまもることがで

きる｡

3.2 送 信 部

(i)電力増幅部

送信部固体化の技術的要点は高周波高電力増幅および,逓倍で

ある｡前述のように使用可能なトランジスタの関係から75Mc帯

までトランジスタによって増幅し,そのあとバラクタダイオード

によって2逓倍する方式をとっている｡弟5図のレベルダイアグ

ラムに示すように,各段の利得を5.5～7dBと比較的小さくとり,

十分に飽和した領域で使用するよう選定している｡終段トランジ

スタに要求される性能としては,バラクタの逓倍損失-1.5dB,

フィルタ損失-0.8dBとして出力10W以上を得るには,18W

以上の高周波出力が必要となる｡このほかに終段トランジスタと

しては負荷の開放,短絡および調整中の過負荷に対しても耐え得

ることが要求され,このためには正常な使用条件に比べてかなり

大幅な余裕が必要となる｡

各増幅段の回路方式としては基本的にはベース接地回路,エミ

ッタ接地回路の2種溝が考えられる｡ベース接地回路は実験によ

＋24＼7

瑚
瑞
雲
佃
.
三
下
■
㌔
叫
東
男
ぎ
ソ
T
ゴ

神町
第7図 送信出力部フィルタ回路図
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ればエミッタ接地回路に比べて利得,出力ともにすぐれているが,

安定度の点ではエミッタ接地のほうがすぐれており,調整の容易

さ,負荷イソピーダンスの変動に対する安定性などを考慮してす

べてエミッタ接地回路を用いた｡エミッタ接地,ベース接地両回

路の出力特性を弟占図に示す｡

(ii)逓 倍 回 路

■バラクタ逓倍回路は種々研究されているが,本装置でほ熱的に

安定な,/ミラクタの一方の極を接地した直列同調形を採用した｡

バラクタ逓倍器はその理論値よりほるかに大電力に耐え得るとさ

れており,実験的にも確かめられているが(8)(4),移動無線楼の出

力段に用いる場合には,負荷のSWRが変動しても(短絡から開

放まで含めて)ダイオードに加わる最大通電圧がダイオードの逝

耐圧を越さないように,十分耐圧の高いダイオードを用いなくて

はならない｡

スプリアス抑圧フィルタとしては終段で2逓倍を行なうため,

希望周波数の1/2,3/2,2に大きなスプリアスを生ずるのでバン

ドパスフィルタが必要となる｡必要条件としてはそう入損失1dB

以下,70Mc離れて-70dI主以上の減衰が要求される｡本装置で

は,調整が容易で生産性も良好なC結合3重同調フィルタを用い

た｡弟7図ほ回路を,また第8図は負荷を不整合させた場合のス

プリアスの変動を示している｡

3.3 受 信 部

弟9図のブロックダイアグラムに示すように第一中間周波数14.55

Mc,第二中間周波数4551くCの二重スーパヘテロダイソ式である｡

全体を3枚のプリント板に分けており,第二中間周波以後はディス

クリミネ一夕トランスを除いて無調整回路としてある｡

受信部の高周波フィルタとしては,従来多重同調回路を必要な段

数だけ用いるのが普通であり,所要選択度を得るには素子数が増加

し,かつ損失も大きくなるのが欠点であった｡ここでほ定K形ハイ

パスフィルタを不整合終端して,大きな選択度を得,かつそう入損

失を減少させることができた｡弟10図に公称インピーダンス∬=
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第10図 受信機入力フィルタ選択特性

1kJl,終端抵抗月=50凸として設計した場合の一例を示す｡この

方式の欠点は終端抵抗が変動するとそれにしたがって帯域,そう入

損失ともに変動してしまうことであるが,受信機の段間のように終

端インピーダンスがはぼ一定に保たれる場合には問題ない｡フィル

タ損失を減少させた結果,高周波増幅段は一段で十分となり,かつ相

互変調,感度抑圧などの2信号特性も弟1い2図のように向上した｡

4.柘 口

以上,今回製作した150Mc帯10W全固体化移動無線機の概要

を簡単に説明したが,なにぷんにも高周波高出力用素子は開発され

てから日が浅く,かつ現在急速に発展しており,新しい素子の開発

にしたがってセットのほうも変化してゆくものと考えられる｡今後

の移動無線の方向としては,電源にDC-DCコンバータなどを全然
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第12図 感度抑圧特性

使用せずに車両用電源(12V)で直接駆動すること,および総合電源

能率の点で難点のあるバラクタ逓倍方式によらずに,直接トランジ

スタ増幅器によって出力を取り出す方向に向かうべきであり,われ

われもその方向に向かって努力すべきであろう｡

最後に本装置の製作にご指導,ご協力いただいた関係各位に厚く

お礼申し上げる｡

(4)
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